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研究成果の概要（和文）：　本研究は、依存関係の有無が脅威認識の形成にどのような変化を及ばすのかを明らかにす
ることを目指した。 事例としては、1980年代から現在に至るまでの日米中３カ国間の相互の脅威認識を中心に考察し
た。
　依存関係の有無は、とくに意図に関する認識に対する影響が認められた。米中関係を例にとると、１）米国が中国に
依存していた場合、２）中国が米国に依存していた場合、３）相互依存の関係が存在していた場合の３分類のうち、（
３）において最も脅威認識が抑制されることが確認された。他方、先行研究から、次いで（２）の場合に脅威認識が抑
制されることが推察されたが、実際にはその逆の（１）の方が抑制が顕著であった。

研究成果の概要（英文）：This study examines how dependency influences threat perception formation. More 
precisely, the study asks whether or not dependency alleviates threat perception and if so by what 
mechanism. The study examined dependency and threat perception of dyads and found that threat perception 
was alleviated the most when there was interdependency. In cases where only one of the dyad is dependent 
on the other, threat perception of the dependent was restrained. This is contrary to the prediction of 
both liberalism and realism. In interdependence, countries devoted efforts to dampen differences or 
problems within the coalition. The behavior was moderated and criticisms were restrained. When security 
dependency decreases, member of the former coalition no longer restrain problems. The other member reacts 
to this change of behavior and voices criticisms and concerns. This, in turn, is perceived to indicate 
aggressive intentions, hence resulting in threat perception.

研究分野： 国際関係理論
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１．研究開始当初の背景 
（１）脅威認識の研究 
	 脅威認識は、国際関係論において、主要な
概念で、国家の安全保障、同盟選択に大きく
関わっていると考えられてきた（Walt 1987）。
しかし、これまで，脅威認識の研究は Jervis 
（1976）を始め、誤認（misperception）の解
明に焦点が当てられることが多く、脅威認識
そのものの源泉を分析する研究は少なかっ
た。脅威認識の概念の整理をした研究などが
散見される程度である（Knorr 1976; Cohen 
1979） 。 
	 一般に、脅威は「能力」と「意図」の積に
よって評価され、脅威認識が形成されると考
えられている（Singer 1958）。それでは、能力
と意図が何によって認識（評価）されるのか、
という研究はこれまでほとんどなかった。最
近では、アイデンティティーと脅威認識の関
係などを考察する研究も現れているが
（Farnham 2003; Rousseau 2006）、いまだ脅威
認識の形成過程に関する研究は少ない。その
中で、脅威認識を形成するメカニズムに言及
した研究としては、本研究報告者の Ueki 2006
や Ueki 2009などがある。 
	 植木のこれまでの研究では、超大国は国際
システム内のパワーの分布に敏感で、相対的
なパワーの変化によって脅威認識が惹起さ
れる傾向があることが明らかになった。一方、
その他の大国は攻撃能力の変化に敏感で世
界規模の相対的なパワーの変化よりも局地
的な勢力の均衡の変化によって脅威認識が
形成される傾向があることが観察された。応
募者の研究は、他の研究者の脅威認識に関す
る研究同様、パワーの変化を中心に据えたも
のであった。 
	 本研究は、これまでの脅威認識の研究に新
たに「依存」という変数を加えるものである。 

 
２．研究の目的 
	 本研究の目的は、事例研究を通して、依存
による脅威認識抑制のメカニズムを検討し、
脅威認識の研究を発展させることである。こ
れまでの脅威認識に関する研究の多くがパ
ワー（強制力）の評価を基礎にしたものであ
る。本研究は、脅威認識の研究を一歩進め、
能力と意図の評価が依存関係によってどの
ように変化するかを明らかにすることを目
指すものである。 
	 「依存」と「パワー」はともに国際関係に
おける重要な概念である。この２つの概念は
それぞれがリベラリズムとリアリズムの中
心的な概念であるため、両者の関係について
の研究は数少ない（Keohane/Nye 2001）。とく
に、脅威認識に関する研究は存在しない。強
制力に対する評価が依存によってどのよう
に変わるかについての研究はない 
	 本研究は、脅威認識の形成過程・要因に関
する基礎研究の一環で、パワーの変化に伴う
脅威認識の変化が依存の有無によってどの
ような影響を受けるかを明らかにすること

を目的にする。 
３．研究の方法 
（１）全般 
	 本研究は、事例研究の手法をとる。具体的
には、特定の２国関係（dyad）において依存
が認められる時期における脅威認識と依存
がない時期の脅威認識について観察データ
を収集する。その上で、依存の有無が脅威認
識に与える影響について考察する。脅威認識
が抑制されている事例については、より詳し
い事例研究を行い、そのメカニズムを明らか
にすることをめざす。 
 
（２）仮説及び事例・時期等 
	 具体的には、米中関係を中心に、1980 年
代から現在に至る米国の対中認識の変遷を
調査した。同時に、米国の政策決定者が中国
に対して依存していると認識していたと思
われる時期の特定を進めた。その際、（ア）
米国が中国に依存していた時期、（イ）中国
が米国に依存していた時期、（ウ）相互依存
の関係が存在していた時期に分類するよう
進めた。（エ）依存関係が存在しない時期も
観察した。また、日米関係、日中関係につい
ても同様の作業を進めた。 
	 依存が脅威認識に作用する場合、考えられ
るメカニズムは（ア）（イ）（ウ）によってそ
れぞれ異なる。米国を例に取ると、（ア）の
米国が中国に依存している時期というのは、
リアリズムの視点から考えると脆弱性が増
し脅威を感じることが予想される。（イ）の
場合は逆である。（ウ）の場合はリアリズム
の視点からは（ア）と（イ）の複合形だが、
リベラリズムの視点からは脅威認識が抑制
されることが予測される。これらを仮説とし
て立て、それぞれの時期にどのような認識が
形成されたかによって、仮説が支持されるか
否かを検証した。この作業を通して、どのよ
うなメカニズムで脅威認識が形成されるか
が推察される。 
 
（３）脅威認識抑制のメカニズム 
	 依存による抑制のメカニズムを明らかに
するために、その源泉が、国際システムにお
けるパワーの分布による構造的な要因なの
か、あるいは、経済的な依存も含むのかにつ
いても、考察した。 
	 具体的には、経済的な依存関係が存在し、
安全保障上の依存関係が存在しない時期と、
その逆の経済的な依存関係が存在せず安全
保障上の依存関係が存在する時期に分けて、
脅威認識を分析した。 
 
（４）データ収集方法 
	 データは、政府報告などの１次資料、外
務・安全保障政策担当者らの記録、回顧録な
どに加えて、政策担当者らに直接聞き取り調
査を実施して、収集した。さらに、当該時期
の新聞・通信社の報道や、分析書物や評論な
どを用いた。 



 
４．研究成果	 
（１）全般	 
	 依存関係によって脅威認識が抑制される
ことが明らかになった。その作用は、相互依
存関係で最も顕著だが、次いで依存している
側の脅威認識に抑制が観察された。	 
	 これまでの研究では依存は脆弱性と結び
つき、脅威認識を高めると考えられてきた。
が、その逆の結果が得られた点が、本研究の
最も興味深い点である。とくに、実際の政策
決定に携わった元政府関係者らへの聞き取
り調査から得られたデータを用いた分析で、
リアリズムに根ざしたメカニズムにおいて
も脅威認識が抑制されることが明らかにな
った。	 
	 
（２）観察：依存関係	 
	 本研究では、まず、依存関係の有無を資
料・文献の分析と当時の政策決定者への聞き
取りなどから調査した。以下、紙幅の関係か
ら主事例である米国を中心に記述する。	 
	 ①	 米中関係：米国の対中依存	 
	 米国の対中関係については、１９８０年代
初めから１９８７年ごろまでは、安全保障上
の相互依存関係にあった（ウの場合）。１９
８７年ごろから１９９１年までは依存関係
は低下したものの米国の対中依存は中国の
対米依存よりも顕著だった（アの場合）。そ
の後、２００１年まで依存関係は希薄であっ
た（エの場合）。２００１年年から２００６
年ごろは米国の安全保障上の対中依存が存
在した（ア）。２００６年以降は経済的な相
互依存関係は存在したが、安全保障上の依存
は減少した。	 
	 ②	 日米関係：米国の対日依存	 
	 米国の対日関係については、米中関係と同
様に１９８０年代から１９８７年ごろまで
は相互依存が強く、その後徐々に低下した
（ウ）。１９９４年頃から日本の対米依存は
徐々に復活し、９０年代後半には強くなった
（イ）。２００１年以降は米国の依存が強く
なる一方、日本の依存も強くなった。ただし、
この時期は同一の安全保障上の問題に対し
て相互依存が存在したというよりも、米国が
テロで日本に依存していたのに対し、日本は
北朝鮮問題で米国に依存していた（ウ）。そ
の後も相互依存は続いているが、日本の対米
依存の方が米国の対日依存よりも強い（イ）。	 
③	 日中関係：日本の対中依存	 
	 日本の対中関係については、１９７０年代
から１９８７年頃までは、安全保障上の軽度
の相互依存関係が存在した（ウ）。他方、経
済的な依存は、１９７０年代から１９９０年
代にかけて中国の対日依存が強かった（イ）。
とくに１９８９年から１９９２年ごろは中
国の対日依存が強い（イ）。その後、１９９
０年代半ばまでは、安全保障上の期待感は認
められるが、依存関係は存在しない。１９９
７年以降は安全保障上の依存関係は存在し

ない（エ）。経済的な相互依存関係は存在す
る（ウ）。	 
	 
（３）観察：脅威認識	 
①	 米中関係：米国の対中脅威認識	 
	 米国において、１９７０年初頭の国交回復
交渉開始時から１９８７年頃まで、対中脅威
認識は観察されない。８７年以降、安全保障
戦略立案に携わる一部の関係者の間では対
中脅威認識が発現するが、まだ広がっていな
い。９３年以降は、徐々に顕在化し、９７年
ごろからは顕著になり、外交・安全保障政策
コミュニティー全体に広がった。２００１年
９．１１多発テロ事件以降は、脅威認識に抑
制が観察され、低下した。０６年頃から次第
に再び顕在化した。	 
②	 日米関係：米国の対日脅威認識	 
	 米国の対日脅威認識は１９５０年代から
１９８７年ごろまで存在しない。８７年から
９３年は潜在的な脅威としての認識が観察
される。９３年から９７年は、懸念感はある
が脅威認識は存在しない。９７年以降は存在
しない。	 
	 
（４）観察：依存と脅威認識	 
	 米国の対中認識について、依存による脅威
認識の抑制が観察されるのは、１９８０年代
〜１９８７年から１９９０年ごろまでと２
００１年〜２００６年頃までである。	 
	 対日認識については、安全保障上の依存関
係にあった１９５０年代から１９８０年代
後半、また、１９９７年以降には脅威認識が
認められない。１９８７年から１９９５年ご
ろまでは依存関係が低下し脅威認識が発現
している。抑制効果が認められるのは、冷戦
時代である。	 
	 
（５）依存による脅威認識抑制のメカニズム	 
	 ①	 リアリズムによると、観察国が相手に
依存している場合は、脅威認識が高まると考
えられてきた（アの場合）。その理由は、相
手に依存することは、その分、脆弱になり、
それが脅威として認識されるからである。他
方、相手国が自国に依存している場合は、相
手が脆弱になるので脅威認識は低くなるこ
とが予想される（イの場合）。	 
	 ②	 リベラリズムにおいては、依存は良好
な関係に寄与すると考えられてきた。しかし、
脅威認識の形成については、とくに明確にな
っていない。自国が相手国に依存している場
合は、戦争の代価が高くなるため、戦争を回
避する行動を取ることが予想される（アの場
合）。この場合の脅威認識について、リベラ
リズムからの予想は不明である。	 
	 相手国が自国に依存している場合は、相手
国にとって戦争の代価が高くなり、協調的な
行動を選択することが予想されるので、脅威
認識が低くなると考えられる（イの場合）。	 
	 ③	 相互に依存関係が存在するとき（ウの
場合）は、リベラリズムでは、互いに戦争の



代価が高くなることから協調行動につなが
り、脅威認識が抑制されると考えられる。他
方、リアリズムでは相互依存は双方の脆弱性
につながり、この脆弱性を解消しようとして
非協調的な行動をとることが予想される。	 
	 しかし、安全保障上の依存関係がある場合
は、リアリズムの予測に沿って、第３国に対
抗するために強い協調行動が見られた。これ
は、共通の敵に対抗するための連合（同盟）
結束の作用である。その際、同盟内の力を最
大化するために連合内部の問題を無視する
か、あるいは抑制しようと行動することが認
められた。とくに、民主主義国家である米国
では、世論対策として連合相手に対する支持
を得るために、良好なイメージを広めるよう
に努力したことが確認された。	 
	 米中関係の場合、米国で問題が抑制され、
良好なイメージが公開の場で語られたこと
によって、米国内の対中脅威認識が抑制され
た。また、米国内の議論によって中国の対米
認識が改善し、対米行動も良好だった。	 
	 中国が米国に依存しているから、米国に対
して攻撃的な意図を持たないはずだ、という
推測から脅威認識が抑制されることが、理論
的には導かれる。しかし、実際は、中国の意
図を協調的だと考えたのは一部の安全保障
専門家らだけだった。しかも、構造的な力の
分布から脅威評価をする、いわゆるリアリス
トらに見られた。依存関係がなくなると、中
国の意図が変化すると予測し、脅威認識に発
展した。	 
	 
（６）研究の意義と今後	 
	 脅威認識の研究は少ない。とくに、意図の
認識についての研究は、ほとんどない。本研
究は、依存関係、とくに安全保障上の依存関
係が、脅威認識の形成に与える影響を考察し
た点が特徴である。	 
	 研究の結果、依存関係にある期間は、良好
な関係を保つことに努力が払われ、その結果、
脅威認識が抑制され発現しないことが明ら
かになった。また、この努力は当然のことと
して、政策担当者、政策決定者らの間で共有
されていた。他方、依存関係が低下・消滅し
た場合は、無意識に、努力を停止していた。
そのことが相手国に意図の変化だと認識さ
れることに対しては自覚がなく、相手国の言
説・行動から自国の変化の反応ではなく相手
国の意図が変化したと認識していた。これが、
依存が低下した後の、新たな脅威認識の形成
に大きく影響していた。	 
	 今後の発展としては、安全保障以外の依存
と脅威認識の形成の関係を考察したい。本研
究では、経済的な依存は、脅威認識に対して
強い影響は認められなかった。しかし、中国
の対日脅威認識は経済的な依存によって抑
制されていたため、さらに詳しい検証が待た
れる。	 
	 さらに、意図に対する認識の形成について
は、シグナリングの問題も関連している。何

によって悪意があると認識されるか、という
研究は、脅威を惹起しない方法を理解するこ
とに役立つ。これは、抑止についての研究に
も資すると考えられ、この分野の発展も期待
される。	 
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